











































（ 1）　Interview by Danny Sullivan with Eric Schmidt, CEO, Google （Aug. 9, 2006）, 
available at http://www.google.com/press/podium/ses2006.html （accessed 






























（ 2）　施行2015. 9. 28. 法律第13234号，2015. 3. 27. 制定
（ 3）　クラウドコンピューティング法　第 1条
















る。この 2種の標準契約書は全て，（ 1）総則，（ 2）利用契約の締結，（ 3）
契約当事者の義務，（ 4）サービスの利用，（ 5）サービスの利用制限及び終

























































































































































































































































（30）　Peter Gottwald, Internationale Gerichtsstandsvereinbarungen, in Festschrift 
für Henckel 295, 306─07 （1995）.
（31）　Jürgen Kür th , In länd ischer Rechtsschutz Gegen Ver fahren vor 
Ausländischen Gerichten 63 （1988） （以下，“Kürth, Inländischer”）
（32）　K ü r t h , I n l ä n d i s c h e r , a t 68─70 ； W o l f g a n g J a k o b H a u , P o s i t i v e 
Kompetenzkonflikte im Internationalen Zivilprozeßrecht 126─27 （1996） （以下，
“Hau, Positive Kompetenzkonflikte”）； Jochen Schröder, The Right not to be 
sued Abroad, in Festschrift für Kegel 523, 531, 539 （1987）； Dieter Jasper, 



































（See Peter Schlosser, Der Justizkonflikt zwischen USA und Europa 530
（1985）； see also Richard Zöl ler & Reinhold Geimer, Internationales 






































































































exclusive choice of court agreement）において指定された法院が宣告した判決
を承認及び執行することを宣言できることを規定している。前述したように，
米国やイギリス等の英米法系諸国がこの条約の締約国であり，とりわけイギリ
スでは，同条約が2019年 4月 1日に発効した。また，イギリスを除く EUにお
（39）　Contempt of Court Act 1981.
（40）　Maxwell Breana Obesi & Chrispas Nyombi, Recognition of anti suit 
in junct ions in c iv i l and common law jur isdict ions, 36（11） European 
Competition Law Review 473, 474 （2015）.
174　　比較法学 54巻 1号
いても，この条約は2015年10月 1日に発効している。アジアでは，シンガポー
ルが2015年 3月25日にこの条約に署名，2016年 6月 2日に批准した。同条約
は，シンガポールでは2016年10月 1日に発効している。
第 4章　終わりに
　クラウドコンピューティング契約に関しては，専属的国際裁判管轄合意が典
型的に行われており，英米法系諸国が活用する制度を積極的に導入する必要が
ある。まず，国際的な潮流を勘案して専属的国際裁判管轄合意の要件の中の一
つである「合理的関連性」要件を排除する必要がある。第二に，専属的国際裁
判管轄合意の方式に関しては書面性を緩和し，電子的方式による管轄合意を許
容する必要がある。第三に，アジアの国の中ではシンガポールがハーグ裁判管
轄合意条約を加入しているところ，韓国も IPハブとなるためには，同条約へ
の加入を積極的に考慮する必要がある。第四に，専属的国際裁判管轄合意の実
効性を確保するために，訴訟差止命令（暫定的であるか永久的であるかはとも
かく）を許容する解釈論が求められ，また，法廷侮辱罪の導入も必要である。
ただし，法廷侮辱罪を導入するためには，広範な法院の裁量権の行使を牽制す
るための法的仕組みが必要である。
